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開催概要と高市政権における成長戦略の政策的位置づけ 
令和8年（2026年）10月1日、総理大臣官邸2階大ホールにおいて第8回日本成長戦略会議が開催さ
れた1。高市内閣は2025年10月の発足直後から「責任ある積極財政」と「危機管理投資」を経済財政
運営の基本方針に据え、従来の「新しい資本主義実現会議」を廃止して日本成長戦略本部および同

会議を新設した経緯を有する3。2026年7月21日に「日本成長戦略」および「経済財政運営と改革の
基本方針2026（骨太方針2026）」が閣議決定されたことを受け、今回の第8回会合は、年末の国家
予算案編成と軌を一にして策定される「日本成長戦略実行計画」の制度設計を本格始動させる節目

となった5。 
会議には議長を務める高市早苗内閣総理大臣、城内実経済財政政策担当大臣兼日本成長戦略担

当大臣をはじめとする関係閣僚、ならびに産業界、金融界、労働界、学術界を代表する民間有識者

委員が出席し、45分間にわたり凝縮された審議が行われた1。 
 

会議構成要素 詳細仕様・決定事項 

開催日時 令和8年（2026年）10月1日（木） 16時45分～
17時30分1 

開催場所 総理大臣官邸 2階大ホール1 

主要議題 (1)「日本成長戦略実行計画」策定について 
 
(2) 当面の検討課題（案）について 
 
(3)『「強く豊かな日本」投資枠』における特別
会計について1 

主要出席閣僚 内閣総理大臣（議長）、経済財政政策担当大

臣、財務大臣兼金融担当大臣、経済安全保

障担当大臣、国土交通大臣、デジタル大臣 
等8 



配布資料構成 資料1（策定方針）、資料2（検討課題案）、資
料3（投資枠特別会計スキーム）、資料4-1～
4-8（各委員提出資料）1 

今回の審議の根底には、日本経済が長年の「デフレ・コストカット型経済」から脱却し、「投資・成長型

経済」へ移行できるかどうかの重大な分岐点に立っているという強い危機意識が存在する5。春季労

使交渉における3年連続の5％台賃上げや、2025年度における民間設備投資の過去最高水準（年
間128兆円）達成といった前向きな変化が確認される一方、実質賃金の基調的定着にはなお時間を
要する5。会議では、足元で講じられてきた燃料油補助や電気・ガス料金支援、高校無償化、暫定税

率廃止などの物価高対策を維持しつつ、供給力の抜本的強化による潜在成長率の引き上げへ政策

リソースを集中投下する方針が明確に打ち出された5。 

「日本成長戦略実行計画」策定に向けた基本方針と重点戦略

分野 
日本成長戦略実行計画の策定方針（資料1）において、政府は2027年度からの5年間を「集中投資
期間」と位置づけ、民間主導の国内投資を強力に喚起する5カ年計画を年内に策定することを決定
した5。その背景には、主要国間で急速に激化する産業政策競争がある5。米国がCHIPS法（5年間
で約7.1兆円の資金支援）やOBBB法案による投資即時償却措置、通商法第122条に基づく代替関
税を発動し、欧州連合がドラギレポートを契機として年間120兆円超の追加投資や「EU競争力基金」
創設に動くなかで、中国も2年で計46兆円規模の超長期特別国債を投じている5。こうした世界的な

公的資金投入競争に後れを取れば、日本の産業基盤や先端人材が海外へ流出し、停滞へ逆戻りし

かねないという認識が政策決定を駆動している5。 
政府は、2040年度までに官民累計370兆円超の投資を実現し、国内民間設備投資を250兆円へ引
き上げる長期目標を掲げている7。この長期軌道を実現するため、実行計画では2026年7月に策定
された17の戦略分野および62の製品・技術ロードマップをポートフォリオとして再編し、資源配分のメ
リハリを明確化する手法を採用した5。 
 

ポートフォリオ重点分類 対象製品・技術等の性格 期待される経済機能と時間

軸 

足元の収益源 先端半導体の量産拡大、

ゲーム・コンテンツ産業など7 
既存の比較優位と市場需要

に基づき、短期間で直接的な

キャッシュフローと雇用を創

出する5。 

今後の稼ぎ頭 フィジカルAI、植物工場、高
品質グリーン鉄・GX部素材
など7 

世界に先駆けた社会実証を

展開し、中期的に極めて高い

産業波及効果と輸出力を獲

得する5。 



経済安全保障の強化 量子コンピューティング、核

融合（フュージョン・エネル

ギー）、防衛・デュアルユース

技術など7 

国際サプライチェーン途絶へ

の強靭性（自律性）を確保す

るとともに、世界に不可欠な

基盤（不可欠性）を握る5。 

高市総理は会議の総括演説を通じて、城内担当大臣に対し、これら3類型に沿って集中投資期間内
に特に注力すべき重要項目を特定し、各支援対象企業の投資・販売・技術開発計画に裏付けられた

具体的な「勝ち筋」を伴う計画として結実させるよう命じた9。単なる予算配分にとどまらず、潜在成長

率の確実な押し上げ効果と投資誘発効果を厳格にスクリーニングすることが実効性担保の絶対条

件として課されている5。 

「強く豊かな日本」投資枠における特別会計とつなぎ国債のス

キーム設計 
第8回会合において最大の制度的革新となったのが、『「強く豊かな日本」投資枠』における特別会計
の設置構想である（資料3）1。日本の従来の財政構造は単年度予算主義の制約を強く受け、数十兆

円規模で10年単位のコミットメントを示す諸外国の産業政策に対し、企業の予見可能性を担保しにく
いという構造的弱点を抱えていた5。2027年度予算要求において各省庁からの同投資枠への要求
額が約12.1兆円に達する中、政府は単年度主義の壁を打破し、複数年度にわたる大規模かつ計画
的な公的支援にコミットする仕組みの導入に踏み切った6。 
 

スキーム要素 制度設計の要件と運用枠組み 

管理主体・会計区分 一般会計から区分された「特別会計」における

別枠管理6 

資金調達メカニズム 追加的な税外収入等を償還財源として確保し

た上で、当該財源を裏付けとする「つなぎ国

債」を発行し資金を前倒し調達6 

支援対象要件 ① 国内民間設備投資や潜在成長率を大きく
引き上げる事業であること 
 
② 経済安全保障上特に重要な分野に係る事
業であること 
 
③ 一定期間の支援により技術・分野の収益
化や民間投資の呼び水となる根拠が明確で

あること 
 
④ 我が国の社会経済構造の自律性や国際
的な不可欠性の確保に直結すること6 



評価・検証の基準 公的資金投入に見合う収益性・政策効果・波

及効果の存在、ならびに市場の失敗と政府支

援による追加性の立証6 

法制度の先行事例 東日本大震災の「復興債」、GX移行に向けた
「脱炭素成長型経済構造移行債」、半導体分

野の「先端半導体・人工知能関連技術債」6 

この仕組みは、経済安全保障上の重要物資や基幹技術に対し、政府が腰を据えて複数年度にわた

る財政支出を継続することを企業側に確約し、民間側の大規模な設備投資判断を誘発する触媒とし

ての性格を持つ6。政府は2027年度当初予算からの円滑な制度運用を目指し、特別会計の創設お
よびつなぎ国債発行に係る法案の策定作業を関係省庁横断で加速させている6。 

成長投資を制約する物理的・制度的ボトルネックへの対応方

針 
大規模な財政資金が供給されたとしても、現場の実物経済において物理的な供給制約が存在すれ

ば、成長投資は頓挫し、単なるインフレ圧力へと転化するリスクを孕む11。政府が提示した「当面の検

討課題（案）」（資料2）では、投資を阻害する4大ボトルネックへの対策が焦点化され、高市総理から
各担当閣僚に対して年末を期限とする具体的な解決策の策定が指示された9。 
成長投資の実行において最も差し迫った物理的障壁となっているのが、建設分野をはじめとする労

働力不足である11。先端半導体工場や次世代データセンターの建設が全国で同時多発的に進む

中、工事現場における技術者・技能者の逼迫は事業工期の遅延と工事費用の高騰を引き起こして

いる11。この供給制約を克服するため、尾﨑正直内閣官房副長官をトップに据え、国土交通省と経済

産業省を中心とする政府横断の新たな協議体を設置することが合意された9。同協議体は、産業政

策と建設業界の施工能力を直結させた総合的な政策パッケージを年末までに取りまとめる任務を負

う9。 
成長の加速装置と位置づけられるAI・デジタル政策においては、高性能AIの社会実装と産業構造転
換（AX）の推進が命じられた9。古川大臣、赤澤大臣、中司大臣の3閣僚に対し、信頼できるAIによる
社会駆動の具体像、規制・制度改革の推進原則、そして社会実装を急ぐアクションプランの3点を年
内に策定するよう指示が下された9。あわせて赤澤大臣には、経営資源を旧来産業から成長分野へ

と迅速にシフトさせるための事業ポートフォリオ転換支援策の具体化が委ねられた9。 
電力インフラの確保も、産業立地における極めて深刻な制約として浮上している15。先端データセン

ターや半導体工場の新増設に伴い電力需要は急増しているが、送電網の容量不足により系統接続

までに長期間を要する事例が相次いでいる15。これに対し政府は、電力網（ワット）と高速光通信網

（ビット）を一体的に計画・整備する方針を確認し、データセンターを過密な大都市圏から地方の電源

立地地域へと戦略的に分散・誘導するための基盤整備を急ぐこととした15。 
さらに、企業の果敢な挑戦を支える資金供給力の強化に向け、デットとエクイティの複合的な供給環

境を整備するとともに、政府内のガバナンス体制も刷新された12。戦略17分野および分野横断的8課
題について各府省の推進責任を明確化し、各省の政務三役が全国各地の重要投資現場へ直接赴

いて進捗を把握することで、公的資金の費用対効果を厳格に管理する方針が確認された9。 



民間有識者委員の提言内容と構造的対立軸 
会議に提出された民間委員の資料（資料4-1～4-8）では、産業政策の推進手法、労働時間法制、マ
クロ経済政策の優先度などを巡り、各界を代表する委員の間で鋭い意見の相違が顕在化した1。 
 

委員名・役職 提出資料の主題 主な提言内容と主張の焦点 

会田 卓司 
 
（クレディ・アグリコル証券

チーフエコノミスト） 

投資需要拡大による「高圧経

済」18 
需給ギャップ2％超を容認す
る高圧経済の推進を主張。

企業の貯蓄超過体質をマイ

ナスの投資超過へ転換さ

せ、実質設備投資と公共投

資の対GDP比を大幅に引き
上げることを提案18。 

遠藤 典子 
 
（早稲田大学研究院教授） 

デュアルユース産業育成とイ

ンフラ制約15 
防衛需要の複数年度購入コ

ミットメントをシグナルにした

民間投資の誘発を提言。サ

ステナブルファイナンスの防

衛適用や、電力網と通信網

の一体整備によるデータセン

ター地方分散を主張15。 

片岡 剛士 
 
（エコノミスト） 

政策効果検証とマクロ経済

環境19 
AIやリアルタイムデータを活
用したEBPM検証の刷新を
提案。2026〜27年度の税収
上振れ（100兆円超）を見据
えた財政余地の活用と、日銀

利上げ下での景気調整弁と

しての財政の役割を強調19。 

小林 健 
 
（日本商工会議所会頭） 

中小企業・地域への波及と市

場信認12 
市場の信認を保つ「責任ある

積極財政」の堅持を要請。建

設業等の人手不足対策とし

て変形労働時間制の緩和を

求め、賃上げ促進税制延長

や非上場株式評価見直しへ

の強い懸念を表明12。 

竹内 純子 
 
（国際環境経済研究所理事） 

電力インフラと産業コスト競

争力20 
中韓に劣後しない産業用電

気料金ターゲットの設定を要

求。石炭火力の休廃止によ



る供給途絶を防ぐサプライ

チェーン維持と、安全規制イ

ノベーションを通じた既存原

子力発電の徹底活用を提起
20。 

平野 未来 
 
（シナモンAI CEO） 

AGI早期到来を見据えたAI
実装21 

2028年頃のAGI（汎用人工
知能）到来を前提とした柔軟

な投資設計を提唱。建設・製

造等の設計業務へのAI実装
による供給制約打破と、国内

検証機関による国際的不可

欠性の確立を主張21。 

芳野 友子 
 
（日本労働組合総連合会会

長） 

労働者保護と財政規律・透明

性の確保22 
裁量労働制拡大や変形労働

時間制要件緩和など長時間

労働を招く規制緩和に断固

反対。勤務間インターバルの

義務化、年内の政労使会議

開催、特別会計・つなぎ国債

の償還財源厳格化を要請22。 

民間委員間で最も鮮明な対立軸が形成されたのは、深刻化する労働供給制約への処方箋である。

日本商工会議所の小林委員が、深刻な人手不足に悩む地方や中小企業現場の実態を代弁し、1年
単位の変形労働時間制における事後的な計画変更や労使事前合意要件の短縮など、労働時間法

制の弾力化を強力に求めた12。これに対し連合の芳野委員は、建設業等において時間外労働の上

限規制が猶予されてきた歴史的経緯に触れ、安易な規制緩和は長時間労働の常態化を招いて健

康被害を生み、結果として担い手不足をさらに悪化させると強く反発した22。芳野委員は、今進める

べきは裁量労働制の拡大ではなく連続勤務規制や勤務間インターバル制度の義務化であり、労働

条件の根幹は労働政策審議会で議論すべきであると主張し、経営側と労働側の利害対立が浮き彫

りとなった22。 
また、財政運営のスタンスを巡っても思想的な対立が見られた。エコノミストの会田委員が緊縮志向

を脱却して2％超の需給ギャップを許容する高圧経済を唱え、片岡委員が税収上振れによる財政余
地を根拠に積極的な財政出動を肯定したのに対し18、小林委員および芳野委員は将来的な財政悪

化と市場信認の毀損に強い懸念を示した12。芳野委員は、内閣府の試算において高成長が実現し

た場合でも将来的に債務残高対GDP比が上昇に転じるリスクを指摘し、特別会計による別枠管理
がつなぎ国債の無規律な発行や不透明な予算膨張につながらないよう、客観的な検証体制を構築

することを厳しく求めている22。 

メディア報道の焦点と市場関係者・専門家による多角的評価 
第8回日本成長戦略会議の決定事項は、開催直後から主要メディアによって速報された10。報道の

論調は主に2つの側面に分かれている。 



一般紙や通信社は、高市首相が成長投資の物理的ボトルネックである建設業の人手不足解消に向

けて省庁横断の協議体創設を即座に指示した点、ならびに高性能AIの社会実装と産業構造転換に
向けたアクションプラン策定を年内期限で命じた点に注目し、政権の実行スピードを強調して報じた
10。一方で経済・金融専門メディアは、来年度予算で新設される「強く豊かな日本投資枠」を特別会計

で管理し、つなぎ国債を発行して複数年度にわたる投資を可能にする仕組みに着目した11。各省庁

からの同枠への要求額が約12.1兆円に達する中、補正予算依存の体質から脱却し、計画的な公的
投資へのコミットメントを示す試みとして制度の骨格を詳細に報じている11。 
市場関係者や産業界からは、中長期的な予見可能性の向上という観点から概ね肯定的な評価が下

されている6。先端半導体工場や次世代原子力、脱炭素インフラなどの超大型投資は、回収に10年
以上の歳月を要するため、従来の単年度予算に基づく補助金では民間企業の巨額投資決断を支え

きれなかった側面がある6。複数年度にわたる財源が特別会計として別枠で担保され、つなぎ国債に

よる前倒し執行が可能となれば、民間側のリスク許容度は劇的に改善する6。これは経済界が長年

要望してきた「投資牽引型経済」への構造転換を後押しする実効策として受け止められている24。 
しかしながら、シンクタンクのエコノミストや金融市場のアナリストの間では、巨額投資枠の創設に伴

う制度的・経済的リスクに対する懸念が急速に拡大している25。 
最大の懸念は、財政規律の形骸化と国債市場における信認リスクである22。特別会計による別枠管

理とつなぎ国債の発行は、一般会計の歳出規模を形式的に抑制して見せる「財政の抜け道」として

機能しやすく、予算審議の透明性を低下させる恐れが強い6。大和総研などの市場分析が指摘する

ように、つなぎ国債の前提となる「追加的な税外収入」の具体的な調達源や償還スケジュールは現

時点で曖昧さを残しており、日銀の金融政策正常化に伴い長期金利に上昇圧力がかかる局面にお

いて、将来的な国債費負担の急増を招く危険性が拭えない6。過度に楽観的な高成長シナリオを前

提とした財政運営は、市場からの信認低下を招き、国債利回りや為替相場に不安定な影響を及ぼし

かねない12。 
さらに、物理的供給制約に直面する実体経済に対し、巨額の資金供給のみを先行させた場合に生じ

る「名目支出の空回り」も現実的な脅威として議論されている11。建設現場の技能者不足や電力網の

容量不足というボトルネックが解消されないまま予算枠のみが拡大すれば、限られた生産要素を巡

る官民の争奪戦が発生し、建設資材費や人件費の高騰を増幅させる結果に終わりかねない11。ま

た、政府が有望分野を選定して重点支援する産業政策には常に「政府の失敗」がつきまとうため、市

場環境の急変に応じて支援対象の組み替えや支援打ち切りを断行できる厳格な撤退基準や第三者

による客観的評価の仕組みが担保されなければ、非効率な既得権益事業が温存されるリスクも指

摘されている7。 

結論と今後の政策展開に向けた展望 
第8回日本成長戦略会議は、高市政権が掲げる「責任ある積極財政」をスローガンから具体的な制
度的装置へと具現化させた重要な会合であった4。今後5年間を集中投資期間と定め、17の戦略分
野を時間軸と政策目的に応じて3類型にポートフォリオ化し、特別会計とつなぎ国債を用いた複数年
度の投資枠組みを構築したことは、産業政策の実行力強化に向けた大きな踏み込みである5。 
しかし、構想の成否は年末に向けた制度の精緻化に完全に依存している5。政府は、特別会計の具

体的規模とつなぎ国債の償還裏付けを明確にし、金融市場に対する透明性と規律を証明しなけれ

ばならない6。同時に、労働時間法制を巡る産業界と労働界の対立を調停しつつ、建設分野の人手

不足解消とAI技術の実装を両立させる現実的な供給制約打破策を提示する必要がある12。単なる



財政出動の規模を競うのではなく、物理的な隘路を着実に解消し、民間資本を永続的な生産性向上

へと結びつけられるかどうかが、年末に策定される「日本成長戦略実行計画」に問われている5。 
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